
内容、利用者の範囲等からみて利用者の利益に及ぼす影響が大きい 

電気通信役務を提供する電気通信事業者の指定について 

Ⅰ 背  景 

 総務大臣は、電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号）第 41条第３項及び電気通信事業法

施行規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号）第 27 条の２の２第１項に基づき、平成 27 年８月７

日に、内容、利用者の範囲等からみて利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通信役務（有

料かつ利用者数 100万以上の電気通信役務）を提供するニフティ株式会社（本年３月 31日ま

での旧名称。本年４月１日からの新名称は富士通クラウドテクノロジーズ株式会社。以下「（旧）

ニフティ株式会社」という。）を、その電気通信事業の用に供する電気通信設備を適正に管理

すべき電気通信事業者として告示（平成 27年総務省告示第 278号（その電気通信事業の用に

供する電気通信設備を適正に管理すべき電気通信事業者を告示する件））により指定した。 

（旧）ニフティ株式会社は、本年４月１日に、法人向けクラウド事業を中心とする（旧）ニ

フティ株式会社及び個人向け ISP 事業を中心とするニフティ株式会社（本年４月１日からの

新名称。本年３月 31 日までの旧名称はニフティ分割準備株式会社。以下「（新）ニフティ株

式会社」という。）に再編された。 

当該再編により、（旧）ニフティ株式会社は、本年４月１日以降、平成 28 年度末時点で有

料かつ利用者 100 万以上であった電気通信役務を提供しないこととなったため、電気通信事

業法施行規則第 27条の２の２第１項の規定に基づき、本年５月９日、総務大臣は（旧）ニフ

ティ株式会社の指定を解除した。

（新）ニフティ株式会社は、本年４月１日に、（旧）ニフティ株式会社から平成 28 年度末

時点で有料かつ利用者 100 万以上であった電気通信役務を承継したため、電気通信事業法第

41 条第３項に基づく総務大臣による指定対象の電気通信事業者となった。 

本件は、このことを受けて、総務大臣による（新）ニフティ株式会社の指定を行うもので

ある。 

Ⅱ 諮問の概要 

 電気通信事業法第 41条第３項の規定に基づき、その電気通信事業の用に供する電気通信設

備を適正に管理すべき電気通信事業者として、総務大臣による（新）ニフティ株式会社の指

定を行う。 

なお、電気通信事業法施行規則第 27条の２の２第１項の規定に基づき、当該指定は所要の

告示（その電気通信事業の用に供する電気通信設備を適正に管理すべき電気通信事業者を告

示する件）を改正することにより行う。 

Ⅲ 意見募集の結果の概要 

 指定告示の一部改正案について、平成 29年 6月 24日（土）から同年 7月 24日（月）まで

の間、意見募集を実施したところ、意見の提出はなかった。 

Ⅳ 施行期日 

指定することが適当と認められた後、速やかに告示改正の手続を行い、公布の日から施行

する。 
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